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業界展望 2025 物流

統合型WMS/TMSとその先へ
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統合型WMS/TMS：相乗効果とメリット

業務効率の向上

倉庫管理システム（WMS）と輸送管理システム（TMS）のシームレスな連携により、
人的ミスを最小限に抑え、手作業を削減します。

データ精度の向上

システム間のリアルタイムな情報共有により、サプライチェーン全体でデータの一貫性が確
保されます。

エンド・ツー・エンド(End-to-End)の可視性

在庫状況を倉庫から最終配送まで一元的に把握できます。

迅速な受注処理と配送

業務プロセスの効率化により、受注処理が加速し、輸送計画が最適化されます。

高度な意思決定

包括的なデータと分析により、より戦略的かつ的確な意思決定が可能となります。

© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.



© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

サプライチェーンの俊敏性

サプライチェーンの俊敏性とは、需要や供給の予測できない変化に迅速に対応する

能力を指します。企業は、技術革新やサプライチェーンの進化に柔軟に適応すること
が求められます。

クライアント統合を迅速化するセルフオンボーディング

柔軟なネットワーク設計と多様化

リアルタイムでの例外管理

業務プロセスの自動適応

データに基づく意思決定

従来型 vs. アジャイルサプライチェーン

対応時間

顧客満足度

コスト効率

リスク軽減

革新性

従来型

サプライチェーン

アジャイル

サプライチェーン

© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.



© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

物流における自動化とAI

自動化とAIは物流業務を大きく変革し、ミスの削減、コストの低減、サプライチェー
ン全体の効率性の向上を実現しています。

倉庫の自動化
ロボットによるピッキングシステム、自動倉庫・自動出庫システム（AS/RS）、自律型搬送ロボット
（AMR）などが、倉庫業務の効率化を推進しています。

輸送の自動化
自動運転車両、プラトーニング技術（隊列走行）、自動化されたルート最適化により、輸送コスト
の削減と効率の向上が図られています。

AIによる高度な需要予測

機械学習アルゴリズムが過去のデータや市場動向を分析し、より正確な需要予測を可能にします。

業務プロセスの自動化
ロボティック・プロセス・オートメーション（RPA）が、受注処理、請求管理、通関書類作成などの反
復業務を効率的に処理します。

カスタマーサービスにおけるAI活用
チャットボットやバーチャルアシスタントが、24時間体制で顧客対応を行い、
定型的な問い合わせに迅速に対応します。
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リアルタイムデータの可視化

「Amazon効果」（米国のネット通販大手のAmazon.comの急成長に伴う、経済・
社会への影響や混乱、変革などの現象）により、顧客の期待値は大きく変化しま

した。取引先や消費者は、最新の注文状況の可視化や、正確な配送予定時間
を求めています。

リアルタイム追跡

WMSやERPと可視化プラットフォームの連携により、出荷状況を正確に把握することが可
能です。

自動化されたステータス更新

システムが自動で配送状況を通知し、顧客に最新情報を提供します。

積極的な課題解決

遅延の早期検知により、ルートの調整や顧客への迅速な通知が可能となります。

顧客体験の向上

透明性の高い情報提供が信頼を築き、顧客が自社の業務計画を立てやすくなります。

リアルタイムデータの可視化による効果(改善した割合)

対応あり
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対応なし
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サステナブル物流

環境への配慮が高まる中、物流企業はカーボンフットプリントの削減と持続可能
な社会の実現に向けた取り組みを積極的に導入しています。

代替燃料および省エネ型輸送

電気・ハイブリッド車両の活用、倉庫への再生可能エネルギー導入

サステナブルな包装ソリューション
生分解性素材の使用、最適化されたパッケージ設計、廃棄物の削減

ルート最適化
AIによる計画立案で燃料消費と排出量を最小化

循環型サプライチェーンモデル
資材や製品の再利用、リファービッシュ、リサイクルの推進

カーボンフットプリントの管理・追跡
事業全体の環境負荷を測定・報告
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今後の展望とまとめ

物流業界は、統合システムと新技術の導入を通じて急速に進化しています。

これらのトレンドを積極的に取り入れる企業は、効率性、可視性、持続可能性
の向上により競争優位性を獲得できます。

高度な自動化とAI
AIによる予測分析や自律運用のさらなる統合

エコシステム統合
個別システムに留まらず、サプライネットワーク全体のシームレスな接続

循環型サプライチェーン
持続可能な運用とクローズドループ型システムへの注力

ブロックチェーンとデジタルツイン
物理資産の透明性向上と仮想モデリングの活用

物流テクノロジー導入の動向

ブロックチェーン

現在の導入状況 (%)

WMS/TMSの統合システム

リアルタイム可視性

AI＆自動化

サステナブル物流
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将来(2026年)の導入状況 (%)
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